
高福第 4 8 0 号

平成 1 8 年 1 2月 1 日

各市町村介護保険主管課長 殿

神奈川県保健福祉部高齢福祉課長

(公印省略)

介護保険制度下での居宅サー ビス等の対価に係る医療費控除の取扱いに

ついて (通知)

このこ とについて、 厚生労働省老健局総務課から別添写しのとおり通知がありま した
ので、 その内容について御承知いただくと と もに、 被保険者等への周知について、 よろ

しくお願いいた します。

※ 本件は、 介護保険サー ビスの利用者負担に係る医療費控除について、 今般の

制度改正により新たに創設された ｢介護予防サー ビス ｣ 及び ｢地域密着型サー
ビス ｣ についても、 従前と同様、 医療系サー ビスについては、 食費 ･ 滞在費

を含む利用者負担額について、 福祉系サー ビスについては、 一定の要件を満た
した場合に、 食費 ･ 滞在費を除いた利用者負担額について、 その対象とする取

扱いと したものです。

〔罨滋養ロメ-脇““〕
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⑤
事 務 連 絡

平成 1 8 年 1 2 月 1 日

各 都道府県介護保険担当部 (局) 担当者 様

介護保険制度下での居宅サービス等の対価に係る医療費控除の
取扱いについて

在宅介護サービスの対価に係る医療費控除の取扱いについては、 その基本的考え方に

変更ありませんが、 新たなサービス類型の創設に伴い、 ｢介護保険制度下での居宅サービ

スの対価にかかる医療費控除の取扱いについて｣ (平成 1 2 年 6 月 1 日者発第5 0 9 号)
に基づく取扱いについて、 平成 1 8年4 月サービス分より別添のとおり と しますので、
貴都道府県内 (区) 市町村 (政令市、 中核市も含む) 、 関係団体、 関係機関等にその周知
徹底を図る と ともに、 その運用に遺憾なき ょう、 よろしくお願いいたします。

(参考)
介護保険制度改正に伴う医療費控除の取扱い

厚生労働省老健局総務課
企画法令係
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介護保険制度下での居宅サービス等の対価に係る医療費控除の取扱いについては、
-F

記のとおりとする。

1 対象者
次の (1)及び (2)のいずれの要件も満たす者
(1) 介護保険法 (平成 9年法律第 123号。 以下 ｢法｣ という。 )第 8条第 21 項に規定
する居宅サービス計画 (介護保険法施行規則 (平成 11年厚生省令第 36 号。 以下 ｢規
則｣ という。 )第 64 条第 1 号ニに規定する指定居宅サービスの利用に係る計画 (市
町村への届出が受理されているものに限る。 ) 及び第 65条の 4第 1号ハに規定する
指定地域密着型サービスの利用に係る計画 (市町村への届出が受理されているもの
に限る。 ) を含む。 以下、 ｢居宅サービス計画｣ という。 )又は法第 8 条の 2第 18
項に規定する介護予防サービス計画 (規則第 83 条の 9 第 1 号ニに規定する指定介護
予防サービスの利用に係る計画 (市町村への届出が受理されているものに限る。 )
及び第85 条の 2 第 1 号ハに規定する指定地域密着型介護予防サービスの利用に係る
計画 (市町村への届出が受理されているものに限る。 ) を含む。 以下、 ｢介護予防
サービス計画｣ という。 ) に基づき、 居宅サービス、 介護予防サービス、 地域密着
型サービス又は地域密着型介護予防サービス (以下 ｢居宅サービス等｣ と いう。 )
を利用する こと。
(2) G )の居宅サービス計画又は介護予防サービス計画に、次に掲げる居宅サービス又
は介護予防サービスのいずれかが位置付けられる こ と。
(居宅サービス)
イ 法第 8 条第 4項に規定する訪問看護
口 法第 8 条第 5項に規定する訪問リハビリテーシ ョ ン
/＼ 法第 8 条第 6項に規定する居宅療養管理指導
ニ 法第 8条第 8項に規定する通所リハビリテーシ ョ ン
水 法第 8 条第 10項に規定する短期入所療養介護
(介護予防サービス)
へ 法第 8 条の 2第 4項に規定する介護予防訪問看護
ト 法第 8 条の 2第 5 項に規定する介護予防訪問リハビリテーシ ョ ン
チ 法第 8 条の 2第 6項に規定する介護予防居宅療養管理指導
り 法第 8 条の 2第 8項に規定する介護予防通所リハビリテーシ ョ ン
ヌ 法第 8 条の 2第 10項に規定する介護予防短期入所療養介護
(注) イ及びへについては、 老人保健法及び医療保険各法の訪問看護療養費の支給
に係る訪問看護を含む。

2 対象となる居宅サービス等
1 の (2沸こ掲げる居宅サービス又は介護予防サービスと併せて利用する次に掲げる居
宅サービス等



(1) 法第 8条第 2 項に規定する訪問介護
ただし、 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 (平成 12年厚生
省告示第 19 号)別表指定居宅サービス介護給付費単位数表 1 訪問介護費口に掲げる
生活援助が中心である場合を除く。
(2) 法第 8条第 3 項に規定する訪問入浴介護
(3) 法第 8条第 7 項に規定する通所介護
(4) 法第 8 条第 9 項に規定する短期入所生活介護
(5) 法第 8条第 15 項に規定する夜間対応型訪問介護
(6) 法第 8条第 16 項に規定する認知症対応型通所介護
(7) 法第 8条第 17 項に規定する小規模多機能型居宅介護
(8) 法第 8条の 2第 2項に規定する介護予防訪問介護
(9) 法第 8条の 2 第 3 項に規定する介護予防訪問入浴介護
(10) 法第 8条の 2 第 7項に規定する介護予防通所介護
(11) 法第 8 条の 2第 9項に規定する介護予防短期入所生活介護
(12) 法第 8 条の 2第 胚 項に規定する介護予防認知症対応型通所介護
(13) 法第 8条の 2第 16 項に規定する介護予防 /一･規模多機能型居宅介護
(注) 1 の (2)のイからヌ に掲げる居宅サービス等に係る費用については、 1 の対象
者の要件を満たすか否かに関係なく、 利用者の自己負担額全額が医療費控除の
対象となる。

3 対象費用の額
2 に掲げる居宅サービス等に要する費用 (法第 4 1条第 4 項第 1 号若しくは第 2 号、
第 42条の 2第 2 項第 1 号若しくは第 2号、第 53条第 2項第 1 号若しくは第 2 号又は第
54 条の 2第 2項第 1 号若しくは第 2 号に規定する ｢厚生労働大臣が定める基準により

算定した費用の額｣ をいう。 ) に係る自己負担額 (次に掲げる場合の区分に応じ、 それ
ぞれ次に定める額)
(1) 指定居宅サービスの場合
指定居宅サービス等の事業の人員、 設備及び運営に関する基準 (平成 11年厚生
省令第 37 号)第 2条第 4 号に規定する居宅介護サービス費用基準額から法第 41
条第 4項に規定する居宅介護サービス費の額を控除した額
の 指定介護予防サービスの場合
指定介護予防サービス等の事業の人員、 設備及び運営並びに指定介護予防サー
ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 (平成 18年厚生
労働省令第 3 5 号)第 2条第 4 号に規定する介護予防サービス費用基準額から法第
53条第 2項に規定する介護予防サービス費の額を控除した額

(の 基準該当居宅サービス及び基準該当介護予防サービスの場合
それぞれ指定居宅サービス及び指定介護予防サービスの場合に準じて算定 した
利用者の自己負担額

(4) 指定地域密着型サービスの場合
指定地域密着型サービスの事業の人員、 設備及び運営に関する基準 (平成 18 年



厚生労働省令第 34 号)第 2 条第 4 号に規定する地域密着型介護サービス費用基準
額から法第 42 条の 2 第 2 項に規定する地域密着型介護サービス費の額を控除 した

額

(5) 指定地域密着型介護予防サービスの場合
指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、 設備及び運営並びに指定地域

密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準 (平成 18 年厚生労働省令第 36 号) 第 2 条第 4 号に規定する地域密着型介護予
防サービス費用基準額から法第 54 条の 2第 2 項に規定する地域密着型介護予防サ
ービス費の額を控除した額

4 領収証
法第 41 条第 8 項 (第 42 条の 2 第 9 項、 第 53 条第 7項及び第 54 条の 2第 9 項におい
て準用する場合を含む。 )及び規則第 65 条 (第 65 条の 5、 第 85 条及び第 85 条の 4 に
おいて準用する場合を含む。 )に規定する領収証に、 3 の対象費用の額を記載する。 (別
紙様式参照)



別紙様式

居宅サー ビス等利用料領収証

(平成 年 自分)

利用者氏名

費用負担者氏名 続柄

事業所名及び住所等
EP

(住所 )
居宅サー ビス計画又は介護予

防サー ビス計画を作成 した居

宅介護支援事業者等の名称

N o . サー ビス内容/種類 単価
回数

日数
利用者負担額 (保険対象分)

① 円

② 円

③ 円

④ 円

⑤ 円

N o .
その他費用 (保険給付対象外の

サー ビス )
単価

回数

日数
利用者負担額

① 円

② 円

③ 円

領 収 額 円

うち医療費控除の対象となる金額 円

領収年月 日

平成 年 月 日

(注) 1 本様式例によらない領収証であっても、 ｢居宅サー ビス計画又は介護予防サー ビス計画を作成 した事業者名｣

及び ｢医療費控除の対象となる金額｣ が記載されたものであれば差 し支えありません。

なお、 利用者自らが居宅サー ビス計画又は介護予防サー ビス計画を作成 し、 市町村に届出が受理されている

場合においては、 ｢居宅サー ビス計画又は介護予防サー ビ ス計画を作成 した居宅支援事業者等の名称｣ 欄に当

該市町村名を記入 してください。

2 サー ビス利用料が区分支給限度基準額又は種類支給限度基準額を超える部分の金額については、 その他費

用 (保険給付対象外のサー ビス )｣ 欄に記載 してください。

3 訪問介護事業者にあっ ては、 ｢うち医療費控除の対象となる金額｣ 欄には、 利用者負担額 (保険対象分) の

うち生活援助中心型に係る訪問介護以外のサー ビスに係る利用者負担額 (保険対象分) の合計額を記載 してく

ださいo

4 こ の領収証を発行する居宅サー ビス等事業者が、 訪問看護、 訪問リハ ビリテーション、 居宅療養管理指導、

適所リハ ビリテー シ ョン、 短期入所療養介護、 介護予防訪問看護、 介護予防訪問リハ ビリテーソョ ン、 介護予

防居宅療養管理指導、 介護予防適所リハ ビリテーション又は介護予防短期入所療養介護を提供 している場合に

は、 これらのサー ビスに係る利用料についてもあわせて記入 してください。

5 医療費控除を受ける場合、 この領収証を確定申告書に添付するか、 確定申告の際に提示 し てください。



(参考)
介護保険制度改正に伴う医療費控除の取扱い
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医療費控除の取扱い サービス種別
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